
伊勢原市障害児保育事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、保育所、認定こども園及び小規模保育事業（以下「保育所等」とい

う。）における障害児保育の促進を図るため、障害児保育事業を実施する社会福祉法人

等に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、伊勢原市補助金等の

交付規則（昭和５５年伊勢原市規則第１９号。以下「規則」という。）に規定するもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。

（補助対象）

第２条 補助の対象となる障害児保育事業の経費は、集団保育が可能で、日々の通所がで

きる者で次のいずれかに該当するものに要する保育経費とする。なお、第２号に定める

障害児の認定に当たっては、障害児に関する専門の機関又は専門医等の意見を聴くもの

とする。

(1) 重度・中度障害児 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第

１３４号）に基づく特別児童扶養手当の支給対象障害児（所得により手当の支給を停

止されている場合を含む。 ）次号において「重度・中度障害児」という。

(2) 軽度障害児 以外の障害児で、次のいずれかに該当する児童重度・中度障害児

ア 身体障害者福祉法 の別表に定める障害を持つ児（昭和２４年法律第２８３号）

童

イ おおむね知能指数７０以下の知的障害児

ウ 一定期間特別の指導を要する情緒障害児及び自閉的傾向児

２ 障害児保育事業を実施する保育所等は、次のとおりとする。

(1) 前項各号に該当する障害児を受け入れている保育所等であること。

(2) 障害児の保育について、知識、経験等を有する職員を配置している保育所等である

こと。

(3) 障害児の特性に応じて、便所等の設備整備及び必要な遊具等の購入等の受入れ態勢

の整備に努めている保育所等であること。

（補助金の額）

第３条 補助金の額は、別表に定める伊勢原市障害児保育事業補助金交付基準により算出

した基準額と社会福祉法人等が対象児童の保育に要する経費の実支出額から寄附金その

他の収入額を控除した額を比較して、いずれか少ない方の額とする。

（交付申請）

第４条 補助金の交付を受けようとする社会福祉法人等は、伊勢原市障害児保育事業補助

金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな

い。

(1) 障害児保育事業補助金算出内訳書・実績内訳書（第２号様式）

(2) 障害児保育事業実施計画書・実績書（第３号様式）

（交付決定）

第５条 市長は、伊勢原市私立幼稚園特別支援教育補助金要綱（平成２６年伊勢原市告示

第７７号）第７条に基づく伊勢原市私立幼稚園特別支援教育補助金の交付を受けていな

い社会福祉法人等で、前条の申請があり、審査等の結果、補助金を交付すべきものと決



定したときは、伊勢原市障害児保育事業補助金交付決定通知書（第４号様式）により通

知するものとする。

（変更交付申請）

第６条 前条の通知を受けたものが、補助金の交付申請額を変更しようとする場合は、伊

勢原市障害児保育事業補助金変更交付申請書（第５号様式）に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。

(1) 障害児保育事業補助金算出内訳書・実績内訳書

(2) 障害児保育事業実施計画書・実績書

（変更交付決定）

第７条 市長は、前条の申請があり、審査等の結果、交付する補助金額を変更すべきもの

と決定したときは、伊勢原市障害児保育事業補助金変更交付決定通知書（第６号様式）

により通知するものとする。

（交付条件等）

第８条 規則第７条に規定する交付の条件は、次のとおりとする。

(1) 補助の目的に反するときは、補助金の一部又は全部の返還を命ずる。

(2) 補助事業の内容を変更し、若しくは補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合

は、速やかに市長の承認を受けなければならない。

(3) 補助事業の遂行の状況及び経費の使途については、常時明確に把握しなければなら

ない。

(4) 補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告して、その指示を受け

なければならない。

（変更等の承認）

第９条 前条第１項第２号の規定に基づく市長の承認を受けようとする場合には、伊勢原

市障害児保育事業補助金交付決定事業変更（中止・廃止）承認申請書（第７号様式）に

変更の理由又は中止若しくは廃止の理由等を記載し、関係書類を添付して市長に提出し

なければならない。

２ 市長は、伊勢原市障害児保育事業補助金交付決定事業変更（中止・廃止）承認申請書

が提出され、審査等の結果、変更又は中止若しくは廃止すべきものと決定したときは、

伊勢原市障害児保育事業補助金変更（中止・廃止）承認決定通知書（第８号様式）によ

り通知するものとする。

（補助金の交付）

第１０条 補助金の交付を受けようとするときは、伊勢原市障害児保育事業補助金交付請

求書（第９号様式）に伊勢原市障害児保育事業補助金交付決定通知書又は伊勢原市障害

児保育事業補助金変更交付決定通知書の写しを添えて市長に提出しなければならない。

（実績報告）

第１１条 規則第１４条に規定する実績報告は、伊勢原市障害児保育事業補助金実績報告

書（第１０号様式）により、次に掲げる書類を添えて当該会計年度終了後、速やかに市

長に提出しなければならない。

(1) 障害児保育事業補助金算出内訳書・実績内訳書

(2) 障害児保育事業実施計画書・実績書



（委任）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この告示は、公表の日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。

附 則

この告示は、公表の日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。

附 則

この告示は、公表の日から施行し、改正後の伊勢原市障害児保育事業補助金交付要綱の

規定は、平成２２年４月１日から適用する。

附 則

この告示は、公表の日から施行し、改正後の伊勢原市障害児保育事業補助金交付要綱の

規定は、平成２３年４月１日から適用する。

附 則（平成２４年８月１０日告示第１３７号）

この告示は、公表の日から施行し、改正後の伊勢原市障害児保育事業補助金交付要綱の

規定は、平成２４年４月１日から適用する。

附 則（平成２８年１２月１２日告示第１７１号）

この告示は、公表の日から施行し、改正後の伊勢原市障害児保育事業補助金交付要綱の

規定は、平成２８年４月１日から適用する。

附 則（令和４年４月２５日告示第７５号）

この告示は、公表の日から施行する。



別表（第３条関係）

伊勢原市障害児保育事業補助金交付基準

経 費 名 補 助 単 価 基準額の算出方法

重度・中度障 児童１人当たり月額 ７４，１４０円 補助単価×補助対象児童

害児保育費 数

軽度障害児保 児童１人当たり月額 ５７，２９２円

育



第１号様式（第４条関係）

年度伊勢原市障害児保育事業補助金交付申請書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住所又は

所在地

申請者名称及び

代表者氏名

年度伊勢原市障害児保育事業補助金の交付を受けたいので、関係書類を添

えて申請します。

１ 交付申請額 円

２ 補助事業等の目的及び内容

３ 添付書類

(1) 障害児保育事業補助金算出内訳書・実績内訳書

(2) 障害児保育事業実施計画書・実績書



第２号様式（第４条、第６条、第１１条関係）

　　　　　　　年度障害児保育事業補助金算出内訳書・実績内訳書

保育所名

人 件 費 その他の経費 合 計 保護者負担額 寄付金その他 合 計 差 引 額 補 助 基 準 額 補助基本額
　　　　Ａ 　　　　Ｂ C(A+B） 　　　　Ｄ 　　　　Ｅ F(D+E） G(C-F) H I

円 円 円 円 円 円 円 円 円

（注） １　「Ｈ」欄は、補助金交付基準に基づく額を記入してください。

２　「Ｉ」欄は、「Ｇ」欄と「Ｈ」欄の額を比較して少ない方の額を記入してください。

事業収入（予定）額

合　　　　　計

事業支出（予定）額

経 費 名



 　第３号様式（第４条、第６条、第１１条関係）

障  害  児  保  育  事  業  実  施  計  画  書 ・ 実  績  書

保 育 所 名

記号番号及び級 取得年月日

重度・中度 ／ 軽度
　身体障害 ・ 知的障害
　情緒障害 ・ その他 　　　　    号　  級

重度・中度 ／ 軽度
　身体障害 ・ 知的障害
　情緒障害 ・ その他 　　　　    号　  級

重度・中度 ／ 軽度
　身体障害 ・ 知的障害
　情緒障害 ・ その他 　　　　    号　  級

重度・中度 ／ 軽度
　身体障害 ・ 知的障害
　情緒障害 ・ その他 　　　　    号　  級

重度・中度 ／ 軽度
　身体障害 ・ 知的障害
　情緒障害 ・ その他 　　　　    号　  級

重度・中度 ／ 軽度
　身体障害 ・ 知的障害
　情緒障害 ・ その他 　　　　    号　  級

重度・中度 ／ 軽度
　身体障害 ・ 知的障害
　情緒障害 ・ その他 　　　　    号　  級

障害の種別

特別児童扶養手当証書

判定機関等補助対象児童名 生年月日
入所
月数

障害の区分



第４号様式（第５条関係）

伊勢原市指令（ ）第 号

年度伊勢原市障害児保育事業補助金交付決定通知書

住所又は

所在地

申請者名称及び

代表者氏名

年 月 日付けで申請のありました伊勢原市障害児保育事業補助金に

ついては、伊勢原市補助金等の交付規則第６条の規定に基づいて、次のとおり決定し

ましたので通知します。

年 月 日

伊勢原市長 印

１ 補助金交付決定額 円

２ 交付条件

(1) 補助の対象となる事業は、 年 月 日付け申請書記載のとおりとする。

(2) 補助事業の内容又は経費の配分の変更（市長の定める軽微な変更を除く ）を。

しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受け

ること。

(4) 補助の目的に反するときは、補助金等の全部又は一部の返還を命ずることがあ

る。

(5) この補助金は、 回に分割して交付する。

（事務担当は、 ）



第５号様式（第６条関係）

年度伊勢原市障害児保育事業補助金変更交付申請書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住所又は

所在地

申請者名称及び

代表者氏名

年 月 日付けで交付決定を受けた 年度伊勢原市障害児保育事業

補助金について、補助事業の内容を変更し、補助金の変更交付を受けたいので、関係

書類を添えて申請します。

１ 補助金額

（1) 変更交付申請額 円

（2) 既交付決定額 円

（3) 追加（減少）補助金額 円

２ 変更内容

３ 変更理由

４ 添付書類

(1) 障害児保育事業補助金算出内訳書・実績内訳書

(2) 障害児保育事業実施計画書・実績書



第６号様式（第７条関係）

伊勢原市指令（ ）第 号

年度伊勢原市障害児保育事業補助金変更交付決定通知書

住所又は

所在地

申請者名称及び

代表者氏名

年 月 日付けで提出されました変更交付申請書の内容を審査した結

果、次のとおり変更交付決定しましたので通知します。

年 月 日

伊勢原市長 印

１ 決定金額

（1) 変更交付決定額 円

（2) 既交付決定額 円

（3) 追加（減少）補助金額 円

２ 交付条件

(1) 補助の対象となる事業は、 年 月 日付け申請書記載のとおりとする。

(2) 補助事業の内容又は経費の配分の変更（市長の定める軽微な変更を除く ）を。

しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受け

ること。

(4) 補助の目的に反するときは、補助金等の全部又は一部の返還を命ずることがあ

る。

(5) この補助金は、 回に分割して交付する。

（事務担当は、 ）



第７号様式（第９条関係）

年度伊勢原市障害児保育事業補助金交付決定事業変更（中止・廃止）承認申請書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住所又は

所在地

申請者名称及び

代表者氏名

次のとおり伊勢原市障害児保育事業補助金交付決定事業の変更（中止・廃止）につ

いて承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

１ 変更の内容

（変更前）

（変更後）

２ 変更の理由



第８号様式（第９条関係）

伊勢原市指令（ ）第 号

年度伊勢原市障害児保育事業補助金変更（中止・廃止）承認決定通知書

住所又は

所在地

申請者名称及び

代表者氏名

年 月 日付けで提出されました変更（中止・廃止）申請書の内容を

審査した結果、次のとおり承認しましたので通知します。

年 月 日

伊勢原市長 印

変更（中止・廃止）の内容

（事務担当は、 ）



第９号様式（第１０条関係）

年度伊勢原市障害児保育事業補助金交付請求書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住所又は

所在地

請求者名称及び

代表者氏名

,

交付決定のありました伊勢原市障害児保育事業補助金の交付を受けたいので、関係

書類を添えて請求します。

１ 交付決定通知額 円

２ 既交付額 円

３ 今回交付請求額 円

４ 未交付額 円

５ 添付書類

□伊勢原市障害児保育事業補助金交付決定通知書の写し

□伊勢原市障害児保育事業補助金変更交付決定通知書の写し

（注）上記のいずれかにレ印を付けてください。



第１０号様式（第１１条関係）

年度伊勢原市障害児保育事業補助金実績報告書

年 月 日

伊勢原市長 殿

住所又は

所在地

補助事業者名称及び

代表者氏名

年度伊勢原市障害児保育事業補助金に係る実績を次のとおり報告します。

１ 交付決定額 円

２ 実 績 額 円

３ 不 用 額 円

４ 添付書類

(1) 障害児保育事業補助金算出内訳書・実績内訳書

(2) 障害児保育事業実施計画書・実績書


